アジア経済研究所図書館所蔵の統計資料コレクションと開発途上地域の統計事情 : 連載「新興地域の統計事情」を始めるにあたって by 泉沢 久美子
アジア経済研究所図書館所蔵の統計資料コレクショ
ンと開発途上地域の統計事情 : 連載「新興地域の
統計事情」を始めるにあたって
著者 泉沢 久美子
権利 -
雑誌名 情報管理
巻 55
号 8
ページ 571-581
発行年 2012-11
出版者 科学技術振興機構
URL http://hdl.handle.net/2344/1206
571
アジア経済研究所図書館所蔵の統計資料コレクションと開発途上地域の統計事情
情報管理 vol. 55 no. 8　2012
アジア経済研究所図書館所蔵の統計資料
コレクションと開発途上地域の統計事情
連載「新興地域の統計事情」を始めるにあたって
The statistical materials collection at the Institute of Developing Economies Library and 
the state of statistics in developing regions
Introduction at the start of the new series , “The state of statistics in emerging regions”
泉沢 久美子1
IZUMISAWA Kumiko1
1 日本貿易振興機構アジア経済研究所図書館（〒261-8545　千葉県千葉市美浜区若葉3-2-2）E-mail ： kumiko_izumisawa@ide.go.jp
1 Library, Institute of Developing Economies, Japan External Trade Organization (3-2-2 Wakaba Mihama-ku Chiba-shi, Chiba 
261-8545)
原稿受理 （2012-08-31）
情報管理 55(8), 571-581, doi: 10.1241/johokanri.55.571 (http://dx.doi.org/10.1241/johokanri.55.571)
著者抄録
アジア経済研究所図書館では，50年以上にわたって開発地域の統計資料を網羅的に収集してきた。本稿では，これら
資料の収集方法，コレクションの特色，整備・提供方法を説明するとともに，これまでの蔵書構築等を通じて把握し
てきた開発途上地域の公式統計の整備・公開状況と最近の動向について報告する。また，国際機関による国際比較統
計の編纂状況と近年のオープン・データ政策について簡単に概説する。参考資料として主要な国際機関の統計情報一
覧と調べ方ガイドを掲載する。
キーワード
統計，統計資料，統計事情，公的統計，国際統計，開発途上国，新興国，アジア経済研究所
1. はじめに
　「新興国」という言葉は，その時代によって異なっ
た意味で使われてきたようだが，とりわけ2000年代
以降に頻出するようになった「新興国」といえば，
国際社会において急速な経済発展を遂げつつある国
を指すことが多い。その代表がBRICs（ブラジル，ロ
シア，インド，中国）であり，次に続く新興国を
NEXT11（イラン，インドネシア，エジプト，韓国，
トルコ，ナイジェリア，パキスタン，バングラデシュ，
フィリピン，ベトナム，メキシコ）やVISTA（ベトナ
ム，インドネシア，南アフリカ，トルコ，アルゼン
チン）といったグループにまとめて呼ぶなど，有望
な新興国市場に期待が集まっている。これらの新興
国は，一般的には開発途上国として認識されている
が，近年，先進国の経済成長が鈍化する中，新興国・
途上国の消費と投資が拡大しており，世界経済を牽
引する新たな市場として「50億人市場」と言われて
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いる。特に日本企業の場合，国内市場の縮小と円高
による輸出不振のなかで，新興国での市場開拓，企
業展開が大きな課題となっており，経済・産業動向，
市場規模等を知る手掛かりとして統計データのニー
ズが高まっている。
　次号から連載するシリーズ「新興地域の統計事情」
では，これら地域の統計制度やデータの整備状況，
入手方法等を紹介する予定であるが，まずこの連載
を始めるにあたって，日本貿易振興機構アジア経済
研究所（以下，アジ研と略）図書館における統計資
料の蔵書構築の経緯について報告する。またあわせ
て，この収集活動を通じて把握してきた途上国の統
計資料事情と，国際比較統計を提供する国際機関の
統計情報について簡単に概説したい。
2. 統計資料の蔵書構築
2.1 これまでの経緯
　アジ研図書館は1960年の設立以来，開発途上地域
の経済，政治，社会等に関する資料・情報センター
として，アジア，中東，アフリカ，ラテンアメリカ
各国で刊行された政府刊行物や新聞，雑誌，地図を
はじめ，欧米，日本の研究資料を継続的に収集して
いる。2012年3月末現在の蔵書数は，図書約61万冊，
雑誌約3,500タイトル，新聞470紙，地図5,400枚，マ
イクロフィルム約87,000リールに上る。特に，統計
資料については途上国を中心に世界172か国の公式統
計と53の国際機関の統計資料など約26,000タイトル
（約11万2,000冊）を所蔵しており，世界有数のコレ
クションを誇る。
　アジ研では，途上国研究における統計資料の重要
性から，1964年に統計調査を専門とする統計部（そ
の後，統計調査部，統計研究部に名称変更）を設置し，
その中に設けられた統計資料室が統計資料に特化し
組織的な収集・整備・提供を開始している。その主
な活動内容は，次のとおりであった。
(1)  発展途上国の統計資料の収集を図り，所内外の利
用に供すること。
(2)  その正確さについて，とかく問題ありとされてい
る発展途上国の統計について，統計評価と利用の
ための情報を整理すること。
(3)  さらに進んで，発展途上国側の統計作成，例えば
産業連関表の推計等において国際協力を行い，統
計の質的向上と量的な拡大を期待すること。
(4)  この過程で，より正確な統計情報の入手とより密
度の濃いデータが利用できるよう，現地側との組
織的人的な交流を図ること。
(5)  電子計算機に関連する分野では，まず第1に，統
計データの電子計算機による処理と提供を行うこ
と。さらに，同じく機械による文献情報提供シス
テムの準備と試行を行うこと1)。
　1998年，アジア経済研究所と日本貿易振興会（2003
年独立行政法人日本貿易振興機構へ改組）の統合に
伴い，統計研究部は廃止され，30年以上にわたって
継続された統計資料収集事業は図書館に，国際産業
連関表の作成や経済構造予測，景気予測，貿易指数
といった調査研究事業は開発研究センターに，電子
計算機事業は研究支援部にと，それぞれ発展的に継
承された。特に，アジア国際産業連関表作成事業は
30年以上も前から先駆的に取り組んできたものだが，
近年の新興国の台頭と，それに伴う国際分業の進展
による貿易の拡大もあり，その構造の分析を可能に
する国際産業連関表への関心が高まっている。国際
産業連関表を用いれば，各国の各産業の製品を生産
するために，中間財の直接・間接の取引を通じて各
国の各産業で誘発される生産額や雇用者数，さらに
は生み出される付加価値額などを計測することがで
き，国際分業の程度をさまざまな角度から定量的に
把握することが可能となる。国際産業連関表は，こ
れらの分析を可能にするための基礎データを提供す
るものとして，世界貿易機関（W TO）など国際機関
や関係方面からその作成に対する期待が高い。
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2.2 収集方法
　アジ研では，設立当初から途上国の政府刊行物や
研究機関の資料収集手段として，相手機関と直接コ
ンタクトをとる資料交換と購入を主軸とし，海外出
張による資料調査と現地購入で補完してきた。当時，
政府関係機関資料の多くは，非売品であったり秘匿
性が高く，また，販売システムが確立していなかっ
たからである。途上国の中央統計局や中央銀行など
400機関以上に交換資料として送付したのが，『日本
統計月報』，アジ研編集・刊行の『発展途上国の統計
資料目録』（英文併記。1968-1995年までほぼ隔年で
刊行），あるいは『I.D.E Statistical Data Series』（1964
年創刊）であった。その際，同封したアンケートで
相手機関の名称や住所変更の有無の確認，統計刊行
物リストの入手を図り，新規雑誌やセンサス類の
出版状況を把握し収集にあたった。こうした資料交
換によるネットワークの他に，前述した国際産業連
関表作成事業では，東南アジアの統計作成機関と産
業連関表作成のための共同研究・共同作業の実施や
技術協力を通じてアジ研との信頼関係が構築されて
いったが，この事業も統計資料収集のためのネット
ワーク作りに有益であった。近年，統計作成機関の
Webサイトで出版物が確認できるようになったため，
選書もWebに頼るようになった。また，途上国の政
府刊行物も少なからず有料化が進み，現地の政府刊
行物センターや書店を通した販売ルートが整備され
てきたため，購入による収集比率が高くなっている。
しかし，現在の膨大なコレクションはこれまでの地
道な作業とネットワークによるところが大きい。
　さて，急速なIT化に伴って，数値情報を扱う統計資
料は紙媒体からCD-ROMやDVDへ，そしてWebでの
提供へと媒体やツールが多様化している。利用者に
は簡単に入手でき便利になったが，アジ研図書館に
とって，網羅的収集と長期保存，安定的提供の面で
は，むしろ難しい岐路に立たされているともいえる。
その理由は，各国政府がWebでの統計データの提供
に伴い，冊子の印刷部数を減らしたり，印刷そのも
のを止める動きがあったりと，必ずしも「現物」収
集が容易ではなくなってきているからである。他方，
図書館では著作権上の問題からWeb公開のデータを
ダウンロードし利用者に提供できないことが多い。
さらにWeb公開データの場合，政変や組織改編等に
よってこれまで政府のWebサイトで公開されていた
データが突然削除されたり，いつのまにか最新デー
タに置き換えられ古いデータが見られないこともあ
り，決して安定しているわけではない。
2.3 現在の蔵書構成
　アジ研では，各国の経済統計データを欠落なく網
羅的に収集するよう努力してきたが，そもそも統計
調査の実施や公開性，情報量などについては，その
国の政治経済情勢に大きく影響されることが多い。
　例えば，政情が悪化すると，まず海外との通信手
段が遮断され郵便物が届かなくなる。この点では近
年のインターネット通信の場合も同様であろう。ア
ジ研の統計資料の蔵書構成や収集量には，こうした
各国の統計整備状況や情報公開政策，ひいては政情
までもが少なからず現れている。
　現在の統計資料の蔵書構成について地域別，主題
別に示すと，表1，2と図1，2のとおりである（この統
計にはCD-ROM・DVDは含まれていない）。地域別タ
イトル数では，アジアが全体のほぼ47％（雑誌のみ
では43％）を占め，次いでラテンアメリカ，アフリカ，
中東，国際機関の順で，さらにアジアの中では，南
アジア，東南アジア，東アジアの順である。南アジ
アの場合，インド，パキスタンのセンサス類が充実
しており，歴史的に見ても統計調査がかなり整備さ
れている。国別でも，インドが他を圧倒し，次いで
パキスタン，韓国，タイ，メキシコ，そして中国の
順である。しかし，出版量と比較し網羅的な収集が
なされているのは，やはり東アジアである。韓国の
統計資料は約3,900冊，中国は3,700冊以上を数える。
特に中国の場合，そのほとんどが1970年代末の経済
改革・対外開放政策の導入以降に刊行された統計資
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図1　全統計資料の地域別蔵書構成（タイトル数）
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図2　全統計資料の主題別蔵書構成（タイトル数）
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料で，『中国統計年鑑1981』（海外中文版。香港経済
導報社編，1982年）の創刊を皮切りに堰を切ったよ
うに，全31省・直轄市，自治区，省都，都市レベル
に至るまで，総合統計年鑑や社会・経済統計年鑑類
が続々と出版されている。逆に，アフリカの統計に
ついては，統計の未整備のみならず政情不安や地域
紛争などが影響してか十分に収集できていない。
　次に主題別だが，アジ研では，以下の独自の10分
類を使用している。
　0．総合統計
　1．人口・労働・住居
　2．農林水産業
　3．鉱工業・電気・ガス・水道・建設業
　4．運輸・通信・商業・サービス業
　5．貿易・国際収支
　6．賃金・物価・家計収支
　7．企業・事業所
　8．金融・財政・国民経済計算
　9．社会（教育，保健，観光，出入国）・その他
　図2によれば，まず，「人口・労働・住居」統計が
33.8％と最も高く，次いで「総合統計」11.0％，「農
林水産業」10.9％，「金融・財政・国民経済計算」
10.3％と続き，やはり定期的に調査される基本統計
が多い。「運輸・通信・商業・サービス業」や「賃金・
物価・家計収支」，「企業・事業所」などの統計が比
較的少ないのは，この分野の調査には資金や労力，
高い調査技術が必要であり，国によっては調査の実
施が少ないか，個別統計資料が刊行されていないた
めと思われる。
　第9部門は教育，保健，観光などの社会統計等であ
るが，この分野がやや少ない。近年，「開発の持続性」，
「環境問題」，「ジェンダー」，「貧困指標」といった視
点から社会統計のニーズが高まっており，アジ研で
もこの分野の収集強化が課題である。
2.4 目録の整備と提供
　統計資料については，多言語の資料を含めてアジ
研図書館のOPACでほぼすべて検索できるが，国立情
報学研究所のNACSIS-CAT（総合目録・所在情報デー
タベース）には最近受け入れた統計資料を除いて，
ほとんど登録していない。統計雑誌の場合，作成機
関名や雑誌名が頻繁に変わることが多く，約9,500タ
イトルの雑誌について遡って情報源のトレースを行
う人手と予算が割けないのがその理由だが，他機関
でまったく所蔵がない統計資料も少なくないため，
やはりNACSISへの登録が今後の課題になっている。
　政府統計の場合，類似したタイトルが非常に多
く，また微細なタイトルチェンジが頻繁にあるため，
OPACでの検索が厄介な場合が多い。アジ研図書館で
はこうした不便を補うため，W ebで地域・国別に一
覧できる以下のリストを提供している。
(1)  継続統計資料リスト（http://webopac.ide.go.jp/
asia_php/srlist.php）
(2)  センサス（1998年以前に入手したセンサス類。
http://www.ide.go.jp/Japanese/Library/Search/
Census/）
(3)  統計資料Webサイトリスト（http://webopac.ide.
go.jp/asia_php/websta.php?system=1344784342126）
　(2)は，センサスの目録データが未整備だった時期
に暫定的に作成したものだが，各国の各種センサス
が時系列に一覧できるため今でも利用が多い。また，
アジ研では，統計資料について全文やダイジェスト
版など何らかの形でWeb提供がある場合，OPACデー
タにそのU RLを登録しWebサイトの統計情報へリン
クさせるようにしているが，(3)はその該当雑誌すべ
てを一括自動抽出しリンクサイト集にしたものであ
る。利用者には便利なリストだが，リンク切れが頻
繁に発生するため，メンテナンスに手間がかかり，
やはりWeb提供の不安定さが否めない。
3. 途上国における統計整備の進展と情報
公開
　国連ミレニアム開発目標の達成支援のため途上国，
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とりわけアフリカ諸国の統計整備が急務とされてい
るが，国際機関やドナー諸機関の多額の資金援助に
より，アフリカでもかなり改善が進んでいるようで
ある。特に，国連統計部や地域経済社会委員会では，
各統計の調査方法・定義・集計方法などについて定
期的に国際会議やセミナーを開催し，統計収集方法
やデータ編纂方法の統一を図っているほか，主要統
計の調査方法について技術支援を行っている。日本
の場合，アジ研の施設内に設置されている国際連合
アジア太平洋統計研修所（Statistical Institute for Asia 
and the Pacific: SIAP）が国連アジア太平洋経済社会
委員会（Economic and Social Commission for Asia 
and the Pacific：ESCAP）の補助機関としてその任に
あたっており，「ミレニアム開発目標の達成支援のた
めの官庁統計の作成及び整備コース」などを設けて
いる。また，経済産業省が産業統計に関して国際機
関等と連携し，東アジアの産業統計の基盤整備や国
際比較性向上に向けた国際協力に取り組んでおり，
2012年3月には日中間技術協力によって「2007年日
中国際産業連関表」を作成・公表した。
　他方，情報の公開と透明性の観点から注目すべき
動きとして，世界的なオープン・データ政策の進展
がある。国連のオープン・データ・ポータル “UNdata”
やOECDの “OECD StatExtracts” はよく知られてい
る と こ ろ だ が，2010年 に は 世 界 銀 行 が オ ー プ ン･
データ･イニシアティブ2）と画期的な情報公開政策
を開始した。これによって，世界開発指標（Wor ld 
Development Indicators: WDI），世界開発金融（Global 
Development Finance: GDF），アフリカ開発指標
（Africa Development Indicator: ADI），世界経済モニ
ター（Global Economic Monitor: GEM），ビジネス環
境の現状（Doing Business）等，8,000件以上の開発
指標等へ無料アクセスが可能になっている。また，
今年4月から運用を開始したオープン・ナレッジ・
リポジトリでは，世界銀行の調査研究や報告書等が
Web上に無料公開され，営利･非営利のいずれの目的
にも自由に活用でき，二次利用，転用が可能となっ
たのである。
　こうしたオープン・データ化はすでに各国政府の
取り組みにも現れており，2012年8月現在で欧米を
中心に世界30か国が開設している。この中にはアジ
アのシンガポール，韓国，香港，ティモール・レス
テ，中東のバハレーン，モロッコ，サウジアラビア，
アラブ首長国連邦，ラテンアメリカのチリ，ペルー，
ウルグアイ，ブラジル，アフリカのケニアも含まれ，
途上国への波及が期待されている。
4. 統計データの国際比較
　さて，各国政府が作成した各種統計は，一般に，
国際機関が編纂する統計データの元となる一次統計
であり，国際機関に比べより迅速かつ詳細なデータ
を提供している。しかし，各国のデータを使って国
際比較する場合，その通貨や算出方法の違いなどか
ら，必ずしもそのまま活用できるわけではない。また，
最近ギリシャ政府の財政赤字の捏造が表面化し問題
となったが，途上国の場合，資金や技術的な面から
データの精度に問題があったり，意図的にデータ操
作が行われたりする場合もあると言われ，必ずしも
実勢を表していない面もある。国際比較統計を作成
している国際機関では，各加盟国に対して国際的な
定義を設けて政府統計の提供を求め，必要に応じて
修正値，推計値として公開している場合が見られる。
　例えば，国際通貨基金（IMF）では，その設立協定
第8条第4項において，加盟国に対し「IMFへの統計デー
タの提供とコンサルテーション実施」の義務を負わ
せており，加盟国の財政・経済分野のデータを収集
することによって，より各国・地域別に融資機能を
実現する上での有益なコンサルテーションが可能と
なるわけである。また，IMF は，収集される各種デー
タの質的向上のため，加盟国に技術援助（Technical 
Assistance: TA）を実施している3）。この機能が強化
されたのは，1994年のメキシコ通貨危機で，正確で
タイムリーな統計データの公表の必要性が浮き彫り
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になったためである。各国の経済活動の透明性を高
めることの重要性から，IMFはデータ公表基準として，
(1)データの範囲，把握の周期，公表時期，(2)データ
閲覧･入手方法，(3)データの信頼性，(4)データの質，
の4つの次元で，主に先進国向けには特別基準，途上
国向けには一般基準を設け，データの公表基準を示
した4）。
　やはり国際機関の統計のメリットは，国際比較デー
タの入手が簡便であることと，こうしたデータの信
頼性にあるといえよう。アジ研のWebサイトで提供
している「アジア動向データベース」（http://d-arch.
ide.go.jp/asiadb）の「主要経済指標データ検索」でも，
国連のNational Accounts Main Aggregates Database
やIMFのInternational Financial Statistics（IFS），ア
ジア開発銀行のStat i s t i ca l Data Sys tem，FAOの
FAOSTATを使って過去40年分のデータを提供して
いる。『アジ研ワールド・トレンド』（1995年4月創
刊）の「アジア各国・地域経済統計」（http://www.
ide.go.jp/Japanese/Publish/Periodicals/W_trend/
tokei .html）でも典拠はIFSである。また，日本貿易
振興機構（ジェトロ）が提供する「国・地域別情報
（J-FILE）」の「統計ナビ」（http://www.jetro.go.jp/
world/statistics/）の「基礎的経済指標」では，世界
各国の海外事務所が現地政府のデータ（基本的には
現地通貨のまま）をいち早く提供しているが，世界
貿易マトリクス等，貿易統計の国際比較ではIMFデー
タが典拠である。
　とはいうものの，国際機関の統計がまったく問
題 な い か と い う と 必 ず し も そ う で も な い。IFSや
Comtradeの貿易統計，GDP実質成長率は，途上国の
政府統計より半年程度遅いし，推定値が比較的多い。
また，これまで実際にあった例だが，OECD貿易統
計に北朝鮮と韓国のデータが逆に記載されていたり，
IFSデータベースにおいてフィリピンのGD Pの値に
GNPが登録されていたりと，思わぬ「転記ミス」が
見つかり，相手機関に問い合わせたことがある。国
際機関のデータを利用したり，二次加工したりする
場合でも，データの検証と慎重さが必要であろう。
　なお，本稿の最後に国際産業連関表を実際に作成
している研究者に筆者が行ったインタビューの一部
を掲載した。データ作成側の苦労が興味深い。
5. 国際比較統計の情報源
　国際機関の主な統計資料とW eb公開中のデータ
ベース類については，「主な国際機関の統計情報一覧」
（表3）にまとめた。また，国立国会図書館をはじめ
関係機関で有用な参考リストを提供しているので，
「Webサイト―国際統計情報に関する調べ方ガイド」
（表4）を掲載する。
6. おわりに
　アジ研図書館では，伝統的に各地域の資料を受け
持つ「地域ライブラリアン」を配置し，資料収集や
レファレンスサービスに対応している。次号から各
担当者が「新興地域の統計事情」として，インド， 
中 国， 香 港・ 台 湾， 韓 国， イ ン ド ネ シ ア， タ イ， 
ベトナム，メキシコ等について，10回にわたって取
り上げる予定である。ご期待いただきたい。
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表3　主な国際機関の統計情報一覧
機関名 統計資料 データベース名，またはWebサイト名 （URL）
1．国際連合
国際連合 
(United Nations) Demographic yearbook
Energy statistics yearbook
Industrial commodity statistics yearbook :
　production and consumption statistics
National accounts statistics. Analysis of 
　main aggregates
Statistical yearbook = Annuaire 
　statistique
UN　DATA　（http://data.un.org/）
（http://unstats.un.org/unsd/demographic/products/dyb/
dyb2.htm）
（http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp）
国連アフリカ経済委員会 
(United Nations Economic Commission 
for Africa)
African statistical yearbook African Centre for Statistics(http://new.uneca.org/acs/home_acs.aspx)
国連アジア太平洋経済社会委員会
(United Nations Economic and Social 
Commission for Asia and the Pacific)
Statistical Yearbook for Asia and the 
　Pacific
ESCAP Online Database
（http://www.unescap.org/stat/data/）
国連西アジア経済社会委員会
(United Nations Economic and Social 
Comission for Western Asia)
Statistical abstract of the ESCWA region (http://www.escwa.un.org/divisions/main.asp?division=SD)
国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会
(United Nations Economic Commission 
for Latin America and the Caribbean)
Statistical yearbook for Latin America 
　and the Caribbean 
ECLAC: CEPALSTAT
（http://websie.eclac.cl/infest/ajax/cepalstat.asp?carpeta=est
adisticas&idioma=i）
2．国連専門機関，等
国連貿易開発会議
(United Nations Conference on Trade 
and Development)
UNCTAD commodity yearbook
UNCTAD handbook of statistics http://unctadstat.unctad.org/ReportFolders/reportFolders.aspx
国際連合工業開発機関
(United Nations lndustrial Development 
Organization)
International yearbook of industrial 
　statistics
UNIDO　Industrial Database
（http://www.unido.org/index.php?id=1002096）　*有料
国際連合教育科学文化機関
(United Nations Educational, Scientific 
and Cultural Organization)
UNESCO Institute for Statistics (UIS) 
（http://www.uis.unesco.org/Pages/default.aspx）
国際連合食糧農業機関
(Food and Agriculture Organization of 
the United Nations)
FAO yearbook. Fishery and aquaculture 
　statistics
FAO yearbook. Forest products
FAOSTAT　（http://www.fao.org/corp/statistics/en/）
国際労働機関
(International Labour Organization) Year-book of labour statistics ILOSTAT （http://laborsta.ilo.org/）
世界貿易機関
(World Trade Organization) International trade statistics （http://www.wto.org/english/res_e/statis_e/statis_e.htm）
世界知的所有権機関
(World Intellectual Property 
Organization)
Intellectual Property Statistics
（http://www.wipo.int/ipstats/en/）
国際電気通信連合
(International Telecommunication 
Union)
Yearbook of statistics ICT Statistics（http://www.itu.int/ITU-D/ICTEYE/Reports.aspx#）
世界銀行
(World Bank)
World development indicators.
Atlas of global development
World statistics pocketbook
Global development finance
World Bank Data & Statistics
（http://data.worldbank.org/）
世界保健機関
(World Health Organization)
WHO
（http://www.who.int/research/en/）
国際通貨基金
(International Monetary Fund)
World Economic Outlook Databases （http://www.imf.org/external/ns/cs.aspx?id=28）
International financial statistics(M)（Y)
Balance of payments statistics. Yearbook
Government finance statistics yearbook
Direction of trade statistics. Yearbook
（http://elibrary-data.imf.org/）　*有料
3．その他国際機関
アジア開発銀行
(Asian Development Bank) Key indicators
ADB. The Statistical Database System
（https://sdbs.adb.org/sdbs/index.jsp）
東南アジア諸国連合
(Association of Southeast Asian Nations) ASEAN　statistical yearbook
ASEAN Statistics
（http://www.aseansec.org/22122.htm）
石油輸出国機構
(Organization of Petroleum Exporting 
Countries)
Annual statistical bulletin （http://www.opec.org/library/Annual%20Statistical%20Bulletin/interactive/current/FileZ/Main.htm)
（注）　「*有料」と記載があるもの以外は無料公開
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＜より精度の高い国際産業連関表を作るために＞
　アジア経済研究所の国際産業連関表の作成担当
者の一人に筆者がインタビューしたものです。
　インタビュー『より精度の高い国際産業連関表
を作るために』桑森啓（日本貿易振興機構（ジェ
トロ）アジア経済研究所開発研究センター　ミク
ロ経済分析グループ長代理）
――国際産業連関表のメリットは？
　国際産業連関表には，統計表としての側面と分
析ツールとしての側面があります。統計表として
は，対象国間の貿易額や生産額などを，産業別に
同一の基準で比較できる点がメリットとして挙げ
られます。アジア国際産業連関表の場合，10カ国
についての比較が可能です。また，極めて詳細に
財の流れを把握することができる統計である点も
大きな特徴です。通常の貿易統計の場合は，「ある
国のある商品がどの国へ売られたのか」というこ
とがわかりますが，「どの国のどの産業へ売られた
のか」はわかりません。国際産業連関表ならば，
そこまでより詳細にわかります。分析ツールとし
ては，各国の産業間の結びつきの強さや経路を計
測できる点がメリットとして挙げられると思いま
す。また，ある国で発生した消費・投資・輸出な
どの需要の変化が生産に与える影響を，国内だけ
でなく他の国の産業についても計測できます。
―― 実際の表作成のためのデータはどのよう
にして集めるのですか？
　産業連関表の場合， 調査に基づいたいわゆるベ
ンチマークの表は5年おきに作るのが一般的です。
国際産業連関表は複数の国が対象になりますので，
まず対象年次の表をすべての対象国について揃え
ないといけません。しかし，国によって産業連関
表の作成年次は異なるため，国際産業連関表が対
象とする年次の表がない国については表作りから
始めなければなりません（延長推計）。その場合，
最低限のデータだけをそろえて機械的な方法で延
長推計をします。私が担当しているインドネシア
とフィリピンを例にとると，インドネシアは我々
が作る国際産業連関表と同じタイミングで表を作
りますが，フィリピンでは不定期にしか作られな
いので，延長推計を行う必要があります。推計は
現地の共同研究機関（統計局など）が持っている
公表・非公表のデータを利用して行いますが，必
要な情報が不足している場合，特別調査を行うこ
ともあります。例えば，フィリピンでは2005年ア
ジア国際産業連関表の作成にあたり，国家統計局
の協力のもと，企業に対して輸入品をどこに販売
表4　Webサイト－国際統計情報に関する調べ方ガイド
機関名 ページタイトル URL
国立国会図書館 国会図書館リサーチナビ/UN（国際連合） http://rnavi.ndl.go.jp/politics/cat17/un/
国際機関統計（各国比較）をインターネット
で調べる‐経済社会分野‐ http://rnavi.ndl.go.jp/research_guide/entry/post-404.php
国際統計書 http://rnavi.ndl.go.jp/business/entry/post-84.php
総務省統計局統計研修所 外国政府の統計機関 http://www.stat.go.jp/info/link/5.htm
国際機関等　(統計関係のページ) http://www.stat.go.jp/info/link/4.htm
「世界の統計」に関するQ&A http://www.stat.go.jp/data/sekai/qa.htm
日本貿易振興機構
テーマ別調べ方ガイド-
世界各国の産業・市場を調べるには（総論）
-主要な統計資料・調査レポート
http://www.jetro.go.jp/library/reference/industry4.html
テーマ別調べ方ガイド-
世界の貿易統計を調べるには http://www.jetro.go.jp/library/reference/trade2.html
統計ナビ http://www.jetro.go.jp/world/statistics/
同　アジア経済研究所 参考図書紹介（途上国・一般：総合統計） http://www.ide.go.jp/Japanese/Library/Region/Intl/intl_refintro.html#01j
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したのかといった，輸入財の需要先に関するアン
ケート調査を行いました。
――苦労されるのはどんなところですか？
　産業連関表には，その国のすべての産業の取引
が記述されているのですが，アンケート調査では
全産業について調査を行うのが難しい。産業や地
域によってはサンプルを確保すること自体も困難
で，かなり限定的な情報しか得られないという難
しさがあります。やはり何らかの前提を置いて推
計しなければなりません。アンケート調査を依頼
する際に，相手先とどんなサンプルをきちんと確
保すべきか綿密に打ち合わせる必要があります。
調査を踏まえて各国の表ができ上がった後に，そ
れらをつなげて国際産業連関表を作成するわけで
すが，これがアジ研の作業で一番苦労するところ
です。各国の産業連関表を，貿易を通じて連結す
るのですが，各国間の貿易額に不整合があるので，
その誤差をなくしていく作業が一番大変ですね。
産業連関表において各国の輸出入額が違う理由は
いくつかありますが，各産業部門の概念が国ごと
に異なることが最も大きいですね。部門の概念が
異なると，そこに含まれる商品が違ってきます。
もちろん，国際産業連関表を作成する際には，各
国の表の組み替えを行って産業部門の概念を統一
する調整を行いますが，完全に定義を一致させる
のは困難です。したがって，連結した後に誤差が
大きいところをみつけて輸出国と輸入国の貿易に
ついて，商品分類にまで遡って調べ直し，その違
いをなくしていくという作業が必要になります。
　こういった推計作業で苦労した経験があるので，
何とか限られたデータから貿易理論や計量経済学
の手法を使って精度を上げられないのかな，とい
う問題意識を持っていました。それで，海外派遣
先は途上国ではなく，貿易理論や計量経済学を勉
強するためにアメリカに行かせてもらいました。
調査なしでは大幅な精度の向上は難しいことを再
認識したというのが正直なところですが，国際運
賃の推計などでは，アメリカで学んだ手法が役立っ
ています。国際産業連関表を何回か作っていると，
大体どこに誤差が出るか予測は立ちますし，誤差
の原因についてもある程度は過去の経験から推測
がつくことはあります。ただ，痛切に思うのは，デー
タを修正する際，現地の産業や企業の実態の理解
は不可欠だということです。現地感覚なしで修正
しようとすると，頓珍漢な修正になってしまう恐
れがあるので，現地事情を知ることはものすごく
大事だと思っています。アジ研の地域研究者の論
文を読んだり，話を聞いたりすると，データのウ
ラにある実態に気づかされることが非常に多いで
すね。本来であれば，私も現地の共同研究機関の
人達と一緒に聞き取り調査などをする余裕がほし
いのですが，短期間の出張が多く，現地感覚を養
う時間的な余裕がない状態です。今後の課題です
ね。
（アジア経済研究所Webサイトの以下のページ
の一部を転載。http://www.ide.go.jp/Japanese/
Researchers/Interview/kuwamori_hiroshi.html）
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Author Abstract
The Institute of Developing Economies (IDE) Library has wide collections of statistical materials and social 
science literature from developing regions collected comprehensively for more than a half-century. This 
article first explains how statistical materials are collected, put in place, and made publicly available. Then, it 
reports on the current state and trends of official statistics in such regions. It also outlines how international 
comparative statistics are complied and publicized by international organizations, and how open data policies 
have emerged worldwide in recent years. Finally, listed are some useful statistical resources.
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